
～手にとって さとの恵み～

東海農政局

東海農政局業務説明会
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１．農林水産省について

3



農林水産省・・・「食」と「環境」を未来へつなぐ

4

東海農政局



農林水産省が担う政策分野

農林水産省が担う政策分野
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▼農林水産省は、「食」を中心に、産業政策、地域振興、インフラ、文化、外交等
の幅広い政策分野を総合的に担うため、「総合政策官庁」と呼ばれています。
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農林水産業を取り巻く課題
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7

農林水産業を取り巻く現状と課題
東海農政局

•長期的に低下、近年は横ばい
で推移

•先進国の中でも日本は最低の
水準

•人口減少に伴い国内市場は
縮小する一方、世界の人口
の増加により海外市場は
拡大傾向

•基幹的農業従事者の平均年齢
は 67.8歳

•各国の農業従事者と比較して
も日本の高齢化率は顕著

•49歳以下の新規就農者数は
2万人程度で推移

食料自給率の低下

農業従事者の減少・高齢化 新規就農者数

7

国内市場の縮小

海外市場の拡大



農林水産省の政策
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9

課題に対する農林水産省の政策
東海農政局

•過度な輸入依存からの脱却に向
けた構造転換対策を講じ、食料
安全保障強化政策大綱を策定し、
食料の供給基盤の強化を図る

•GFP（農林水産物・食品輸出
プロジェクト）では、輸出に向
けてサポートを実施

•減少する労働力を補うために、ロ
ボット技術等を活用

•スマート農業実証プロジェクトで
は全国205地区が採択された

•革新的な技術・生産体系を開発
することで農林水産業の生産力
向上と持続性の両立を実現

9

食料の安定供給の確保

みどりの食料システム戦略スマート農業

農林水産業の輸出強化



２．東海農政局について
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東海農政局・・・農業政策を 岐阜・愛知・三重 で実施

北海道農政事務所（北海道札幌市）

東北農政局（宮城県仙台市）

関東農政局（埼玉県さいたま市）

本省（東京都千代田区霞が関）

北陸農政局（石川県金沢市）

東海農政局（愛知県名古屋市）
近畿農政局（京都府京都市）

中国四国農政局（岡山県岡山市）

九州農政局（熊本県熊本市）

農林水産本省で企画・立案した政策を適切に実施し、

地方公共団体等との情報交換等を生産者や消費者に

より近い現場で実行する

全国７ヶ所（仙台市、さいたま市、金沢

市、名古屋市、京都市、岡山市、熊本

市）に設置されている地方農政局の１つ

で、岐阜・愛知・三重の３県を管轄して

います。
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東海農政局の組織

局長

・

次長

企画調整室

総務課・会計課

消費・安全部

生産部

経営・事業支援部

農村振興部

統計部

県拠点

岐阜県拠点

愛知県拠点

三重県拠点

国営事業所

木曽川水系土地改良調査管理事務所

土地改良技術事務所

新濃尾農地防災事業所

矢作川総合第二期農地防災事業所 豊田支所

・国営事業の実施

・農業行政の企画及び広報

・公文書管理、職員の人事・給与・福利厚生、一般会計の経理、国有財産の管理

・消費者行政、食品表示法及びJAS法に基づく食品表示の監視、米穀の流通監視
農薬・肥料・飼料等の使用の適正化、牛トレーサビリティ、食育の推進

・農畜産物の生産振興等に関する各種指導・助成、米の需給調整、主要食糧の売買・管理、地方競馬監督、各種生産技術対策や
環境保全型農業の推進

・経営所得安定対策の推進、農業の担い手の育成、輸出の促進、食文化の振興、農商工連携の推進、
食品産業の育成・振興、農地政策の推進、新規就農の促進や女性の活動促進

・農業農村整備事業、農業水利の調整、多面的機能支払交付金、中山間直接支払交付金、農業振興地域制度、農地転用許可、
都市農村交流の推進、農林漁業の6次産業化、農山村地域の活性化、土地改良区の指導・監督、鳥獣害対策

・農林水産行政に必要な農林水産業及び農林漁家に関する統計調査の実施やとりまとめ、その結果についての報告書の作成

犬山頭首工管理所 中勢支所
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東海農政局
令和５年４月１日現在

明治用水頭首工復旧建設所



東海農政局管内地図（令和5年4月1日現在）

岐阜市

一宮市

犬山市

名古屋市

豊田市

安城市

津市

岐阜県拠点

新濃尾農地防災事業所

木曽川水系土地改良調査管理事務所
犬山頭首工管理所

・東海農政局安田庁舎（統計部・愛知県拠点）
・木曽川水系土地改良調査管理事務所

矢作川総合第二期農地防災事業所
豊田支所

矢作川総合第二期農地防災事業所

・東海農政局
・土地改良技術事務所

三重県拠点

木曽川水系土地改良調査管理事務所
中勢支所

明治用水頭首工復旧建設所
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３．採用・キャリアパスについて
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過去の採用者数 単位：人

東海農政局

採用について

• 令和６年度採用予定者数は 14 名程度

• 採用予定時期は原則2024年4月1日
（採用者の事情を配慮しますので、ご相談ください。）

• 令和２年に経験者採用を始めて以降退職者ゼロ

15

採用者数

応募資格

大学、短期大学、高等専門学校若しくは高等学校を卒業した者及びこれらと同等以上の
学力を有すると認められる者で、一定の職務経験（2023年４月１日現在で、大学を卒業
した者は８年以上、短期大学及び高等専門学校を卒業した者は11年以上、高等学校を卒
業した者は14年以上）を有する者。



一般職事務系のキャリアパス（例）

・農政局と各県拠点等を中心におおむね２年程度で異動します。
・本人の適性と希望等があれば本省や他農政局での活躍の途も開かれています。

16

主に地方農政局の

管理職

課長補佐・専門官

係 長 本 局 県拠点、国営事業所
本省等

東海農政局



農村振興事務系との比較
東海農政局

事務系 農村振興事務系

業務内容

主な配属先
東海農政局本局、東海管内事業所又は各県拠
点の庶務・経理担当

東海農政局農村振興部用地課、水利整備課（管
理調整）、管内事業（務）所、又は農村振興部
の他の課

キャリアパス
（例）

▼本人の希望に合わせて、主に事務の運営管理業務を担当する事務系と、土地改良事業に必
要な土地の借地や補償などの業務を担当する農村振興事務系のどちらかで採用されます。

土地の買収、支障となる建
物・物件等の移転、農業農村
整備事業（土地改良事業）に
必要となる土地の借地や補償
等

職員の人事・給与・福利厚生、
一般会計の経理、国有財産の管
理等の事務など、組織を円滑に
運営するための「行政の運営管
理業務」又は農業政策全般の実
施業務を担当

17

本人の適正、希望等次第で農林水産本省や地方農政局の異動も可能！

基本的に同じ！

事業所
係長

本局
係長

他局
専門官

本局
課長補佐

本省
課長補佐

本局
課長



４．人材育成について
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研修制度

農林水産本省

他地方農政局

等

東 海 農 政 局

係員クラス

係長クラス

本局（県拠点含） 国営事業所

課長補佐クラス

課長クラス

次長クラス

課長補佐クラ
ス

課長クラス

幹部クラス

研 修

係長養成研修
新規採用者研修

課長補佐等養成研修
係長ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修

課長補佐ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
研修

管理者研修

幹部研修

階層別研修 能力開発研修

ITパスポート研修

農村派遣研修

役職共通専門研修
用地事務一般研修
用地専門研修
管内用地・管理実務
研修
会計実務研修
会計事務職員研修

（財務省主催）
ｅｔｃ

19

東海農政局



４．待遇・支援制度について
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諸手当

•扶養手当

•住居手当

•通勤手当

•単身赴任手当

•超過勤務手当など

賞与（ボーナス）

期末手当・勤勉手当

（年２回（６月、12月）

年間4.3月分）

昇給

年１回（１月）

待遇について①

給与例（係長相当）

年齢 給与月額

３７歳
２２歳で大学卒、民間企業歴（事務職・正社員・１５年勤務） 約 ２８ 万円

３３歳
２０歳で短大卒、民間企業歴（事務職・正社員・１３年勤務） 約 ２５ 万円

（注１）上記給与例に地域手当（名古屋市の場合、１５％）は含まれておりません。
（注２）上記給与例は、参考値であり、実際の算定に当たっては、個人の経歴や業務内容を踏まえて算定することとなります。
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勤務時間

8:30～17:15

（7時間45分勤務）

※部署により異なる場合あり

名古屋市内は

①8:30～17:15

②9:00～17:45

③9:15～18:00

の３パターンから選択可能

休日・休暇

休日

土曜日・日曜日・祝日・年末年始

（12月29日～翌年1月3日）

年次有給休暇

年次有給休暇20日/年

※4月1日採用の場合、採用の年

は15日

※1時間単位での取得も可能

特別休暇

夏季休暇（3日間）、結婚休暇、

忌引休暇など

福利厚生

公務員宿舎

診療所（東海農政局本局のみ）

健康診断・各種共済制度など

待遇について②

22



職員の働き方（ワークライフバランス）

○ 職員一人当たりの超過勤務時間（一月あたり）

23

東海農政局

本省
（常勤職員）

25.0時間

地方機関
（常勤職員）

6.5時間

合 計 11.1時間

※令和３年における職員一人当たりの平均超過勤務時間数。

出典：農林水産省HP

○ 年次休暇の取得状況

○ 年次休暇取得

一人当たりの年次休暇取得日数は、全省庁で４番目

14.2
14.4
14.6

15.2
15.6

10 11 12 13 14 15 16

5 公正取引委員会
4 農林水産省
3 厚生労働省

2 人事院
1 警察庁

年次休暇取得日数（国家公務員（行政））

（日/人）
出典：内閣府男女共同参画局 女性活躍推進法「見える化」サイト

○ 多様な働き方～テレワーク等～

・テレワーク、フレックスタイム制度、早出遅出出勤
など、ライフスタイルに合わせた勤務時間の選択が
可能。

・令和２年度実績では、テレワークの実施回数が多い
府省（本省）で農林水産省は全省庁で３番目

（国家公務員テレワーク取組状況等調査より）

働き方改革
キャラクター

本省
（常勤職員）

12.0日

地方機関
（常勤職員）

15.8日

合 計 14.8 日

※令和３年における、職員一人当たりの平均年次休暇使用日数

出典：農林水産省HP



各種支援制度

東海農政局

•６週間以内に出産する予定の場合、

及び出産の翌日から８週間を経過す

るまでの期間で取得可能

産前産後
休暇

•子が３歳に達する日まで、子を養育

するために認められる休業育児休業

•妻の出産予定日の６週間前の日から

出産の日以後１年を経過する日まで

５日以内で取得可能

男性職員
の育児参
加休暇

•子が小学校就学の始期に達するまで、

子を養育するために認められる短時

間勤務

育児時間

• 配偶者、父母、子等で負傷、疾病又は老

齢により２週間以上にわたり日常生活を

営むことに支障がある者の介護をする場

合に取得可能

介護休暇

•育児・介護又は修学する職員が勤務

時間帯をずらせる（早出又は遅出）

制度

早出遅出
出勤

24

詳細はこちら →



ワークライフバランス

○男性・女性職員ともに、生き生きと輝ける働きやすい環境づくりに取り組んでいます。

○たくさんの先輩が両立支援制度を活用し、仕事も家庭も充実した生活を送っています。

• 農林水産省における育児休業の取得率について、女性職員は100%で推移しています。

子どもが生まれた男性職員は「１ヶ月以上育児に伴う休暇・休業を取得する」ことが前提と

なり、省全体で男性の育児休業取得を推進しています。

• 短時間勤務、テレワーク、フレックスタイム制を活用し、両立している職員も多くいます。

（例）育児と両立する場合

【女性】出産～育児休業

・産前休暇（産前6週間前から出産の日まで）

・産後休暇（出産の翌日から8週間）

・育児休業（子が3歳に達するまで）

【男性】配偶者の出産～育児休業

・配偶者出産休暇（出産時の付き添いで２日）

・育児参加のための休暇（妻の出産予定日の６週間前の日から

出産の日以後１年を経過する日まで5日）

・育児休業（子が３歳に達するまで）

▼ ▼

【育児休業復帰後】仕事と育児の両立

・育児短時間勤務（通常よりも短い勤務時間で勤務）

・子の看護休暇（年5日）

・テレワーク、フレックスタイム制 25



５．職員からのメッセージ
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生産部で「みどりの食料システム関
係」と「総務事務全般」の業務を担
当しています。

入省前は、農業に全く関わりのない
事務作業を行う民間企業で仕事をし
ていましたが、自宅の家庭菜園で収
穫した野菜や果物を家族が美味しそ
うに食べている姿を見て「食や農業
を支えられる仕事をしてみたい」
と思ったのが転職のきっかけです。
それから転職先を探す上で、東海農
政局であれば、東海地域で食や農業
を幅広く支えられるのではないかと
考え、東海農政局への転職を決めま
した。

入省後、２つの課を経験してい
ますが、どちらもベテラン職員
が多く、分からないことを質問
すれば「昔はこうだったけど、
今はこうなっている」など、過
去の経緯から丁寧に教えてもら
える優しい雰囲気の職場です。
また、どの職場も「若手に色々
な経験をしてもらいたい」と考
える上司も多く、若手育成にも
力を入れてもらえている雰囲気
もあります。

選考採用で入省されるみなさんは、
民間と国、双方の立場を理解でき
る貴重な人材だと思います。民間
で培ったスキルを活用し、双方の
架け橋のような存在となれば、大
いに活躍できるフィールドが農林
水産省および東海農政局にはあり
ます。一緒にお仕事ができる日を
楽しみにしています。

東海農政局のWebサイトの最終承認
者として、各部より承認依頼が届い
た新規・更新ページを管理していま
す。また、Webサイトページの作成
に当たり、相談窓口として操作案内
なども行っています。併せて、メル
マガ「とうかいほっとメール」の配
信業務として、各部より東海農政局
管内でのイベント等や東海農政局と
して一般読者に届けたい情報を集約
し、基本的に毎月1回発行していま
す。
ま た 、 農 林 水 産 省 公 式 YouTube
「BUZZ MAFF（ばずまふ）」で東
海農政局管内の農林水産業、農山漁
村 、 特 産 品 な ど の 魅 力 を 「 で ら
TOKAI」として月１回程度撮影・編
集し、紹介しています。

友人が東海農政局に在籍しており職場
の雰囲気が良いなど、とても楽しいと
話していました。どんなに魅力がある
仕事でも職場の雰囲気が悪ければ仕事
をしていく上で、上手くいかないこと
があると思っていました。また、以前
の職場は人間関係も良好でとても楽し
く仕事をしていましたが、新型コロナ
ウィルス感染症が出始めてから、普段
できていたことが制約され、今まで当
たり前だと思っていたことがもろく・
弱かったことを痛感しました。コロナ
禍でいろいろと考える時間が増え、将
来の不安など葛藤もあり、新しいこと
にチャレンジをしようと決めました。
「農林水産省」の業務内容等を調べる
と、今まで知らなかった「食」に関し
て知ることができ、仕事として携わり
たいと東海農政局へ応募しました。

職場の皆さんは、とても優しく
分からないことがあれば気軽に
質問ができ、一緒に考え解決策
を見つけ最後まで見守ってくれ
ます。風通しの良い職場環境で
す。

業務に関しては、数年ごとにジョ
ブローテーションがあり、覚え始
めたころに異動となります。その
ため、初めて携わる仕事の方のた
めに引継資料が細かく作成されて
いますので安心でした。また、転
職したばかりの頃は民間との違い
に戸惑いましたが、職場の皆さん
が丁寧にいろいろと教えてくださ
り、自分でも思った以上に早く仕
事に慣れることができました。
休暇については、取得しやすい環
境です。１時間単位で年休を取得
することができ、仕事の裁量では
当日でも取得できます。また、年
休以外に夏季休暇（３日間）が付
与されていますので、年休と合わ
せて長期休暇の取得も可能です。

志望動機 職場の雰囲気 皆さんへメッセージ

R4入省

R3入省

現在の業務内容

企画調整室

生産部
生産振興課

選考採用職員からのメッセージ （1/2）
東海農政局
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農林水産物・加工食品の海外輸出に
かかる補助事業の事務手続き、事業
者や各関係機関との調整業務、輸出
促進に関する情報発信等を行ってい
ます。

新卒で就職してから気づけば中堅
という立場にあり、今後どのよう
に働いていきたいかを深く考える
ようになりました。その中で、新
たな環境でチャレンジしてみたい
という想いが強くなりました。ま
た、家庭持ってから今まで以上に
「食」への意識が高まり、食の安
全や安定供給、日本食の魅力に関
心を寄せるようになっていたとこ
ろ、東海農政局の選考採用につい
て知り、挑戦するに至りました。

分からないことがあれば、職場内
の上司や先輩、後輩が丁寧に教え
て下さるので、気兼ねなく聞くこ
とができます。チーム単位でコ
ミュニケーションを図って業務を
進めていくことが多いので、一人
で抱え込むことなく、相談しなが
ら進められることも安心できます。

現在の仕事をしながら、または、
家事や育児をしながら転職活動を
することは、たやすいことではな
いと思います。しかし、新たな
チャレンジをしたいという強い想
いがあり、国家公務員として働く
ご自身の姿を少しでも想像できる
ならば、是非チャレンジしてみて
ください。
一緒に働けることを楽しみにして
おります！

都道府県における農地の中間的受け皿
組織である農地中間管理機構（通称
農地バンク）に関する業務を行って
います。農地中間管理機構を活用する
ことで、農地の集積・集約化をして効
率良く農作業をすることができる、複
数農地を貸し借りする場合は窓口の一
本化ができる、急に耕作ができなかっ
た場合にスムーズに他の人へつなげる
可能性が高いなど、様々なメリットが
あります。農水省では、農地中間管理
機構をより活用いただくための様々な
補助事業を用意しています。主に東海
３県における補助事業に関する事務手
続きを担当しており、また、もっと多
くの方に農地中間管理機構を活用いた
だくための事業推進・周知などを行っ
ています。

私は今までの人生の中で「行政に
多く助けられている」という思い
を持っていたので、いつかは自分
も行政を担う側に立って誰かの役
に立ちたいという気持ちがありま
した。そんななかで、東海農政局
の職員募集を知り、自分の職務経
験を生かして国民の皆様の食を支
える仕事ができるならばぜひやっ
てみたいと思い転職に至りました。

職場の先輩方は優しい方ばかりで
す。業務は決して簡単なものばか
りではないので、悩みながら試行
錯誤しながら業務を遂行する毎日
ですが、周りの方は行政事務や農
業に関する知識が豊富な方ばかり
なので、業務に関してはもちろん、
東海地方の農業の特色や農政の
成り立ちなど様々なことを教え
てもらっています。

私は今まで農業に携わる業務経験
がありませんでしたが、今までの
職務経験を活かせる部署に配属し
ていただき、知識を生かしながら
日々の業務を行っています。農政
局の業務は幅広いので、あなたの
職務経験を生かせる業務がきっと
あります。農業や食に興味のある
皆様、あなたの職務経験を生かし
て一緒に日本の将来の食を支える
仕事をしませんか？

志望動機 職場の雰囲気 皆さんへメッセージ

R5入省

R4入省

現在の業務内容

経営・事業支援部
農地政策推進課

経営・事業支援部
輸出促進課

選考採用職員からのメッセージ （2/2）
東海農政局
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ご覧いただきありがとうございました！
東海農政局

何か分からないことがあれば、お気軽にお問い合わせください！

29

担 当 東海農政局総務課 人事第１係 丹慶、近藤
電話番号 ０５２－２２３－４６１３
メールアドレス jinji_tokai@maff.go.jp
Ｗｅｂページ https://www.maff.go.jp/tokai/somu/jinji/recruit/index.html

たんけい

農水省職員がYouTuberに！？

登録者数１５万人以上！

問合せ先

BUZZMAFFはこちらをチェック！東海農政局採用ページはこちら



５．参考資料
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＜参考＞農林水産業を取り巻く課題
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＜参考＞食料自給率の推移

▼我が国の食料自給率は、長期的に低下傾向で推移してきましたが、カロリーベー
スでは近年横ばい傾向で推移しています。

▼国民に対する食料の安定的な供給については、世界の食料需給等に不安定な要素
が存在していることを考慮し、国内の農業生産の増大を図ることを基本とし､これ
と輸入及び備蓄とを適切に組み合わせることにより確保することが必要です。

32
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▼人口減少や高齢化に伴い、国内の市場規模は減少する可能性がある一方で、
世界の農産物マーケットは拡大する可能性があります。

＜参考＞農政を取り巻く状況の変化

人口減少、高齢化に
伴い、国内の市場規模
は縮小の可能性

1億2,361万人 1億2,586万人
1億190万人

人口

72兆円 84兆円
（2015年）

飲食料の
マーケット規模

農産物貿易額
4,400億ドル
（約42兆円）
（1995年）

世界の農産物マーケット
は拡大の可能性1兆5,000億ドル

（約166兆円）
（2018年）

農業総産出額 11.5兆円 8.9兆円

1990年 2020年 2050年

人口 53億人 78億人 98億人
＋30％

国

内

世

界

▲20％

12.1％ 28.7％
高齢化率

（65歳以上の割合）

飲食料の
マーケット規模
（主要国）

－ 890兆円
（2015年）

1,360兆円
（2030年）

33

東海農政局



▼日本の農業を支える基幹的農業従事者は、高齢化が進み、平均年齢は67.8歳。

▼各国の農業従事者と比較しても高齢化は顕著。

＜参考＞農業従事者の減少・高齢化

展 望

出典：農林水産省「農林業センサス」

基幹的農業従事者：ふだん仕事として主に自営農業に従事した者。（家事や育児が主体の主婦や学生等は含まない。）
農業就業者：基幹的農業従事者及び雇用者（常雇い）
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基幹的農業従事者数 平均年齢
60代以下基幹的農業従事者数

2010年 205万人 66.1歳
60代以下：110万人

2015年 176万人 67.1歳
60代以下：93万人

2020年 136万人 67.8歳
60代以下：66万人

出典：
英は、 EUROSTAT(2019)   ：農業に従事した世帯員
仏独蘭は、EUROSTAT(2020)：農業に従事した世帯員
米は、米国農務省「2017年農業センサス」：農業に従事した世帯員
日は、農林水産省「農林業センサス」(令和２年)：基幹的農業従事者

○各国の農業従事者の年齢構成○基幹的農業従事者の年齢構成
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▼ 世代間のバランスのとれた農業就業構造の実現に向けて、青年層の就業者の増加
が喫緊の課題。

▼ 49歳以下の新規就農者数は、近年はおおむね２万人程度で推移。
▼ 「自ら采配を振れる」といったビジネス的魅力を感じている者が約半数を占め、

「農業が好き」「自然や動物が好き」など農的な生き方に魅力を感じている者も
多数を占める。

＜参考＞新規就農者の推移

○49歳以下の新規就農者の推移 ○新規参入者の就農の理由

35

出典：農林水産省「新規就農者調査」
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出典：新規就農者の就農実態に関する調査結果（令和４年全国新規就農相談センター）
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＜参考＞農林水産省の政策
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＜参考＞食料の安定供給の確保

37

1 食料安全保障の強化に向けた構造転換の実現

（１）食料生産に不可欠な肥料、飼料等を、国内資源の活用等
へ大きく転換
➢ 堆肥・下水汚泥資源の肥料利用拡大、堆肥等の広域流通、肥料原料の備蓄

等により、肥料の国産化や安定供給を確保するための対策の実施

➢ 耕畜連携による国産飼料の供給・利用拡大、養殖飼料（魚粉）の国産化の

推進

➢ 園芸から酪農畜産、林業、水産業まで、幅広く省エネ技術の導入加速化

等

（２）安定的な輸入と適切な備蓄と組み合わせながら、過度な
海外依存からの脱却

➢ 水田を畑地化し、麦・大豆等の本作化の促進

➢ 輸入小麦に代わって、国内生産が可能な米粉の生産・利用の拡大支援

➢ 食品事業者における国産切替えなどの原材料の調達安定化の推進 等

２ 生産資材等の価格高騰等による影響の緩和

（１）農林水産業の経営への影響の緩和

➢ 肥料、配合飼料、燃料の高騰へ対応

➢ 日本政策金融公庫による資金繰り支援

（２）適正な価格形成と国民理解の醸成
➢ 国民理解醸成に向け情報発信

➢ 食品ロス削減・フードバンクへの支援 等

食料安全保障強化のための重点対策

（
品
目
横
断
的
施
策
）

生
産
面
の
施
策

１．担い手への農地集積・集約化の加速化
２．放牧など多様な農地利用による農地保全

１．加工・業務用需要への対応
２．諸外国の規制やニーズに対応できるグローバル産地づくり

国内外の需要の変化に対応した国内農業の生産基盤の強化

１．担い手の育成・確保
２．中小・家族経営など多様な経営体による地域の下支えや
農業支援サービスの定着

水田を活用した新産地の形成や加工・業務用野菜
の生産拡大、機械化一貫体系や環境制御技術の導入等を通じた生産
性の向上、摂取量の拡大

省力樹形や機械化作業体系の導入等を通
じた労働生産性の向上、海外の規制・ニーズに対応した生
産・出荷体制の構築

小麦・大豆

野菜

果実

性判別技術や牛舎の空きスペースも活用した増頭
推進、中小・家族経営も含めた生産性向上・規模拡大、繁殖雌牛な
どの増頭推進

畜産物
（
品
目
別
施
策
）

生
産
面
の
施
策

国内産小麦・大豆の需要拡大に向けた品質向上と
安定供給、耐病性・加工適性等に優れた新品種の開発導入の推進、
団地化・ブロックローテーションの推進、排水対策の更なる強化や
スマート農業の活用による生産性の向上

小麦・大豆

▼ 新しい資本主義の下、食料安全保障の強化と安定供給に向けた取組の推進。
東海農政局



GFP(日本の農林水産物・食品輸出プロジェクト)

＜参考＞農林水産業の輸出力強化

▼ 輸出額は令和３年実績で初めて１兆円を超え、令和４年実績でも過去最高を記録。

▼ 輸出額を2025年までに２兆円、2030年までに５兆円とすることを目指し、グローバル

産地づくりや、農林水産・食品事業者の海外展開支援などを推進しています。

38

輸出支援プラットフォーム

輸出先国・地域において輸出事業者を包括的・専門的・継
続的に支援するため設立。在外公館、ＪＥＴＲＯ海外事務
所、ＪＦＯＯＤＯ海外駐在員が主な構成員。

・・・・立上げ済(日付は立上式開催日)

・・・・2023年度末までに立上げ

農林水産物・食品の輸出額の推移

東海農政局



＜参考＞海外への日本食・食文化の普及の取組

39

1 日本産食材サポーター店認定制度

○民間が主体となり、日本産食材を積極的に使用する海外のレストラン・小売店を「サポーター店」として認定する制度を
推進。日本産農林水産物・食品のユーザーである飲食店等を「見える化」し海外需要を拡大することで、輸出促進を図る。
認定店舗数：8,565店（2022年9月末時点）（香港、中国、タイ、アメリカ、ベトナム、シンガポール、フランス等）

○令和４年度は、JETROがサポーター店と連携して実施する日本産食材のプロモーション支援や、サポーター店への料理人
派遣に関する支援事業を実施。

3 トップセールスによる日本食・食文化の魅力発信

4 日本食･食文化の紹介映像の制作、発信
日本産品や日本食・食文化の魅力を発信する動画コンテンツ
等を制作し、NHKワールドやTaste of Japan、maffchannel
等で発信。

国連総会
（2022年9月・NY）

ジャパンナイト
（2019年1月・ダボス）

総理、大臣等の国際会議出席や出張等の機会に合わせ、日本産食材
を活用したメニューのレセプションを実施。 和食レセプション

（2019年4月・ローマ）

日本産食材サポーター店PR動画

2 海外における日本食・食文化発信の担い手育成（外国人料理人の育成等）
日本産品や日本食・食文化の魅力を発信し、我が国の食関連事業者等が海外展開をする際に
パートナーとなり得る人材を育成。

①日本料理の調理技能認定制度
②日本食普及の親善大使を活用したセミナー及び料理講習会
③海外の外国人料理人を招へいした日本料理店研修
④外国人料理人による日本料理コンテスト 等 外国人料理人による日本料理コンテスト日本料理店での研修「日本食普及の親善大使」によるセミナー

日本食バーチャル体験コンテンツ インフルエンサー等を活用した日本食
文化・日本産品PR動画

東海農政局
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高品質果実の安定生産には、
土壌水分に応じたかん水等が
必要であり、家庭選果に時間
がかかる

労働時間…209時間/10a
収 量…2.4ｔ/10a
単 価…415円/kg

労働時間…46時間/10a
収 量…2.7ｔ/10a
単 価…57円/kg

労働時間…1,095時間/10a
収 量…16.6ｔ/10a
単 価…506円/kg

規模が拡大し、数百のほ場がある
ため、収穫適期の見極めや人員配
置など、作業管理に時間がかかる

植物が光合成能力を最大限発揮
するために適切な温度、湿度、
CO2濃度を維持することが難し
い

施設野菜（ピーマン） 果樹（温州みかん）

▼ スマート農業とは、「ロボット、AI、IoTなど先端技術を活用する農業」のことです。

▼ 「生産現場の課題を先端技術で解決する！農業分野におけるSociety5.0※の実現」。
※Society5.0：政府が提唱する、テクノロジーが進化した未来社会の姿

露地野菜（キャベツ）

全国205地区でスマート農業実証プロジェクトを実施

環境制御により、収量
が増加

細霧（ミスト）発生装置
極細霧により昇温を
抑制

統合環境制御装置
温度、湿度、CO 濃度
等を一括制御

労働時間…1,172時間/10a
収 量…20.2ｔ/10a
単 価…497円/㎏

収量２割 増加

ドローンによるセンシ
ング

収穫時の収量予測

AIを活用した作業管理

空いた時間で直接取引先を
新規に開拓し単価が上昇

労働時間…37時間/10a
収 量…3.2ｔ/10a
単 価…82円/kg

労働時間２割

単 価４割 増加増加
減少

労働時間：168時間/10a
収 量：2.6ｔ/10a
単 価：415円/㎏ロボット搭載型プレ選

果システム等により労
働時間を削減

ロボット搭載型プレ
選果システム
AIで果皮障がい等を
検出し、自動選果

クラウド型かん水コント
ローラー
土壌水分データ等を基に
かん水を遠隔制御

労働時間２割 減少

スマート農機の導入コストが高額。

手間のかかる収穫等の機械化が不十分。スマート農機の操作に不慣れ。 通信環境の未整備地域も存在。

生育・市場のデータ等を品質・収益向上に結びつけられていない。

労働時間面 その他

ୖ
਻

「みどりの食料システム戦略」の実現を図る上でも、スマート農業の導入がカギ。
課題を克服しつつデジタル技術を活用したスマート農業の集中展開により、若者にも魅力ある農業を実現

コスト面 単価面

東海農政局
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• 農業者が利用しやすい
形で経営診断を行うシ
ステムを開発

• スマート農業実証プロ
ジェクトの成果をとり
まとめ、スマート農業
導入効果を分析、発信

• 立ち上げ当初のビジネ
ス確立や農機の導入支
援等による農業支援
サービスの育成・普及

• 投資円滑化法に基づく
出資等による活動支援

• 開発が不十分な野菜や
果樹等の作業ロボット
等の開発

• 環境負荷低減に資する
小型農業ロボットや、
AI等を活用した病害
虫発生予測技術を開発

• 実証プロジェクトに参
画した農業者や産官学
の有識者からなるス
マートサポートチーム
による他産地のサポー
トを推進

• 農業大学校・農業高校
等での実践的な教育環
境を整備

• スマート農機を活用し
たデータ連携システム
に係る国際標準化を推
進

• 海外への専門家の派遣
や国際議論への参画等、
国際的なアウトリーチ
活動を強化

スマート農業の
実証・分析

導入コスト低減に向け
た農業支援サービスの

育成・普及

更なる技術の開
発等

技術対応力・
人材創出の強化

実践環境の整備 海外への展開

・ 技術の進展に応じた制度
の見直しを実施

・ 農業データ連携基盤の充
実によるICTサービスの創
出促進

・ 農地の大区画化、情報通
信環境の整備等の農業農
村整備を推進

今後の対応方向

2025年までに農業の担い手のほぼすべてがデータを活用した農業を実践

スマートサポートチーム
実証で培われた技術・ノウハウを有する生産者、民間事業者等からなる
スマートサポートチームによる、新技術を積極的に取り入れる産地の支援

農業支援サービスの活用による、スマート農業に関心があるが、自力
では取り組むことが困難な生産者・産地の支援

普及指導員

農業支援サービス

これらを総合的に行うことにより、現場でのデータ活用とスマート農業人材を更に創出

普及指導員による、データに基づく生産者・産地指導への支援

農林水産省若手職員によるBUZZMAFFを通じたスマート農業の広報活動

東海農政局
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